
早期是正措置の概要

自己資本比率

区分 国際統一基準 国内基準 措置の概要

１ ８％未満 ４％未満 原則として資本の増強に係る措置を

含む経営改善書十画の提出及びその

実行命令

２ ４％未満 ２％未満 資本増強言十画の提出及び実行 ､配当

又は役員賞与の禁止又は抑制 ､総資産

の圧縮又は増加抑制 ､高金利預金の受

入れの禁止又は抑制 ､営業所に置ける

業務の縮小 ､営業所の廃 ｣｣二 ､子会社

又は海外現法の業務の縮小 ､子会社又

は海外現法の株式の処分等の命令

２の２ ２％未満 １％未満 自己資本の充実 ､大幅な業務の縮小 ､

合併又は銀行業の廃止等の措置のい

ずれかを選択した上当該選択に係る

措置を実施することの命令

３ ０％未満 ０％未満 業務の一部又は全部の停止命令但し ､

以下の場合には第二区分の二以上の

措置を講ずることができる｡ ① 金 融

機関の含み益を加えた純資産価値が

正の値である場合 ｡②含み益を加えた

純資産価値が負の値であっても ､ｉ )

それまでの経営改善計画や個別措置

の実施状況と今後の実現可能性 ､ii)

業務収支率等収益率の状況 ､iii)不良

債権比率の状況 ､等を総合的に勘案の

上 ､明らかに純資産価値が正の値とな

る見込みがある場合｡ なお ､同

区分に属さない金融機関であっても ､

含み損を加えた純資産価値が負の値

である場合や ､負となることが明らか

に予想される場合は ､業務停止命令を

発出することがありうる。

(注 1)全ての金融機関に対し ､流動性不足等を原因とする業務停止命令 (銀行法第 26条

第 1項 ､第 27条 )を発出することがありうる｡

(注 2)第 2区分又は第 3区分に該当する金融機関であっても､当該金融機関が合理的と認

められる経営改善計画を策定し ､同計画が比較的短期で確実に達成できると見込

まれる場合は ､当該金融機関の属する区会より上の区分の措置を講ずることがで

きる｡


